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排出量取引の国内統合市場の試行的実施について 

「排出量取引の国内統合市場の試行的実施」についての基本的考え方 

 

１．制度の骨格 

  ○ 企業等が自主的に参加する試行として実施する。すなわち、 

   ・ できるだけ多くの業種・企業が参加するよう、参加しやすい仕組 

みを検討。 

   ・ 現行の目標達成計画上、産業部門対策等の柱である自主行動計画 

の取組にも役立つものとする。 

   ・ 本格導入する場合に必要となる条件、課題等を明らかにする。 

     （※）将来の義務的な排出量取引制度の導入を前提としたものではない。 
 

○ 実効性あるルールの構築を図る。すなわち、 

・ 削減努力や技術開発に繋がる実効性あるルールづくり。 

・ マネーゲームが排除される、健全な実需に基づいたマーケットづく

り。 

・ 技術とモノづくりが中心の日本の産業に見合った制度の検討。 

・ 国際的なルールづくりの場でのリーダーシップの発揮につなげる。 
 

２．基本的枠組み 

  いわゆる排出量取引の根幹となる、以下の枠組みを軸に実施する。 

 ○ 企業が自主的に削減目標を設定し、その達成を目指して排出削減を

進める。 

 ○ 目標達成に当たり、排出枠・クレジットの売買を活用できる。 
 

３．売買可能な排出枠・クレジット 

  多様な削減努力を促進する観点から、以下のような様々なバリエーショ

ンの排出枠・クレジットを売買可能とする。 

  ○ 企業が自主的に設定した削減目標の超過達成分（排出枠） 

  ○ 国内クレジット（中小企業や森林バイオマス等に係る削減活動によ

る追加的な削減分） 

  ○ 京都クレジット 
 

４．削減目標の設定 

  試行という性格上、また、現行の自主行動計画での目標との整合上、 
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  ○ 削減目標は企業が自主的に設定する（ただし、安易な売り手の参加

を助長しないよう、一定の設定方法を検討。）。 

  ○ 排出量だけでなく、排出原単位による目標の設定を認める。 
 

５．自主行動計画との関係 

  京都クレジット及び国内クレジットについては活用可能（国内クレジッ

トについては詳細を産業界の意見も聴取しつつ検討）。「削減目標の超過達

成分（排出枠）」については、国内統合市場の趣旨を踏まえ、自主行動計画

の達成のために活用可能とする方向で検討を進めるべきと考えられる。 

  （※）「削減目標の超過達成分（排出枠）」を活用可能とするための前提、条件は要検討。 

 

６．排出枠・クレジットの信頼性確保 

  排出枠・クレジットの信頼性の確保のための方策（排出量のモニタリン

グ・報告・検証、排出枠・クレジットの管理システム等）を適切に実施。 
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試行的実施に向けた論点の整理 

 

○ 本仕組みは、参加者が自主的に排出削減目標を設定した上で、その達成のための

取引を認めるもの。これは、「試行」の軸となる仕組みであり、とりわけ自主行動

計画を策定しているようなわが国の主要な業種・企業の参加が期待されている。 

○ できるだけ多くの業種・企業が参加できるようにするためには、自主行動計画の

目標との整合性を担保し、本仕組みの排出削減目標の達成に充当する排出枠等が

自主行動計画の達成にも活用できるようにすることが必要。 

 

（１）対象ガス 

○ エネルギー起源ＣＯ２を基本とすることが考えられる。 

○ その他のガスについては、産業界の意見も聴取しつつ、目達計画や自主行動計画

との整合性を確認した上で追加することも検討する。 

（原則として、京都議定書の対象ガスである６ガスを対象とすべきであるとも考

えられるが、わが国における各ガスの排出量全体に占める重要性、モニタリング

精度、目達計画や自主行動計画における位置づけ等を踏まえて対象とし得るガス

とその排出源を絞り込むことが必要。） 

 

（２）排出削減目標の設定主体 

○ 試行であることから、事業所・個別企業・複数企業（企業グループ）など各種主

体の参加を柔軟に認めることが考えられる。ただし、原則として「業界団体を構

成する企業全体」での参加は認めない（原則に依ることができず、「業界団体を

構成する企業全体」での参加を検討せざるを得ない場合は、その事情について厳

格に判断）。 

 

（３）排出削減目標の設定方法 

① 新たに導入する設定方法 

以下の（ⅰ）、（ⅱ）の設定方法から選択可能とすることが考えられる。 

（ⅰ）自主行動計画における目標を今般の排出削減目標の目安として活用し、目

標を設定する方法（原単位目標又は排出量目標のいずれかにするかは選択

可） 

（例えば、業界団体の有する原単位又は排出量の自主目標をそのまま活用す

ることが考えられる。また、企業の目標設定のあり方については、自主行

動計画との整合性の確保などの観点に加え、安易な売り手の参加を助長し

ないよう、一定の設定方法を検討。例えば、個別企業が参加する際の目標

設定において、所属する業界団体の定める自主行動計画の目標又は実績の

いずれかのうち高い水準のもの以上、かつ、当該個別企業の実績以上のも
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のとなるよう設定をすることなどが考えられる（産業界の意見を聞きつつ

検討））。 

（ⅱ）その他の設定方法（産業界の意見を聞きつつ検討） 

 
② ＪＶＥＴＳにおける排出削減目標の設定方法 

補助金あり参加者については補助金対象の設備による排出削減効果を見込んだ

排出削減目標を、補助金なし参加者については省エネ法上の原単位低減目標を

踏まえた排出削減目標を設定。 

 

（４）原単位目標を選択した企業等における活動量の扱い 

以下のいずれかを選択できることとする。（詳細は別添「参考資料２」参照） 

① 目標年度の見込活動量。事前に排出枠を交付。 
② 目標年度の活動量（実績ベース）。事後的な精算。 

 

（５）排出削減目標の設定年度 

○ 新たに導入する設定方法（（３）①）については、自主行動計画との整合性を確保

する観点から、以下のメニューが考えられる。 

① ２００８～２０１２年度の毎年度の排出削減目標を設定し、毎年度、遵守の評
価を行う方式。 

（この場合、自主行動計画との整合性を確保するため、バンキング、ボローイ

ングを認めることとする。） 

② ２０１０年度の目標を設定し、同年度の遵守の評価を行う目標設定方式。 
③ その他の方式（産業界の意見も聴取しつつ検討） 
 

○ なお、環境省自主参加型国内排出量取引制度（ＪＶＥＴＳ）への参加者について

は、２００８年度から毎年度、年度単位で目標を設定し、毎年度評価を行う方式

とする。 

 

（６）試行的実施における排出削減目標の達成に充当できる排出枠・クレジット 

「国内統合市場の試行」で取扱う各種排出枠・クレジットは、以下のとおり。

以下のどの排出枠・クレジットについても、（３）の①、②双方における排出削

減目標の達成に充当できる。 

① 個々の企業等の排出削減目標の超過達成分（（３）①による排出枠） 
② ＪＶＥＴＳの排出枠 
③ 国内クレジット 
④ 京都クレジット 
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（７）新たに導入する設定方法による排出枠の交付及び取引 

上記（６）の①の排出枠の取引について、以下のいずれかを選択できることとする。 

① 目標年度終了以前にも、取引を実施可能。（排出量目標、又は原単位目標と活動
見込み量の組み合わせにより求められる排出量により、事前に排出枠を決定・

交付） 

② 目標年度の実績を踏まえ、実際の「超過達成分」のみを事後的に取引 
 

（８）排出枠・クレジットと自主行動計画との関係 

上記（６）にある「国内統合市場の試行」で取扱う排出枠・クレジットのうち、

上記（６）の③（詳細は産業界の意見も聴取しつつ検討）、④のクレジットについ

ては、自主行動計画の目標達成のために活用可能。他方、上記（６）の①、②（現

行制度においては、自主行動計画の目標達成に反映されていない）の排出枠につい

ては、「国内統合市場」の趣旨を踏まえ、自主行動計画の達成のために活用可能と

する方向で検討を進めるべきと考えられる。（３）削減目標の設定方法とも関連す

るが、活用可能なものとするための前提、条件は要検討。 

 

（９）取引への参加主体 

① 排出削減目標の設定主体（新たに導入する設定方法及び JVETS への参加者） 
② 京都クレジット及び国内クレジットの供給者 
③ 取引仲介者 
 

※ 取引については、当初は相対取引が中心となるが、将来の取引所取引の活用の可

能性も視野に入れることとする。 

※ 取引ルールの設定に当たっては、マネーゲームとは何か、それを防ぐ有効かつ適

切な手段は何かを議論した上で、マネーゲームを排除するための必要な工夫をす

ることとする。 

 

（10）制度のインフラ 

排出枠やクレジットの信頼性を確保するため、排出量のモニタリング・報告・検

証を適切に実施し、また、適切な排出枠・クレジットの管理システムを使用するこ

ととする。 

 

 



排出量取引の国内統合市場の試行的実施について

１ 試行的実施のイメージ
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１．試行的実施のイメ ジ

「国内統合市場」の試行

自
主
行
動
計
画

個々の企業等が排出削
減目標を設定、超過達
成分を取引（排出枠）

国内
クレジット
（③）

京都（注2）

＊排出枠やクレジットの信頼性を確保するため、排出量のモニタ
リング・報告・検証を適切に実施し、また、適切な排出枠・クレ
ジットの管理システムを使用することとする。

に
反
映

成分を取引（排出枠）
（①、②）

京都
クレジット
（④）

（注2）

（注１）「国内統合市場の試行」で取扱う各種排出枠・クレジット
（①）個々の企業等の排出削減目標の超過達成分（排出枠）
（②）環境省自主参加型国内排出量取引制度（ＪＶＥＴＳ）の排出枠
（③）国内クレジット（目標設定していない中小企業等の削減努力をクレジットとして活用）
（④）京都クレジット

（注２）① ②の排出枠が自主行動計画の目標達成に充当可能かの前提 条件は要検討（注２）①、②の排出枠が自主行動計画の目標達成に充当可能かの前提・条件は要検討。

２．スケジュール

業界等ヒアリング
（９月上旬）

政策手法分科会
（９月中旬）

制度詳細決定
（９月中目途）

試行的実施開始
（１０月中目途）



３．主な論点等

①総理指示
○「排出量取引の国内統合市場の試行的実施」における指示事項は以下。
できるだけ多くの業種 企業の参加を求めること・できるだけ多くの業種・企業の参加を求めること
・削減努力や技術開発に繋がる実効性のあるルールづくり
・マネーゲームが排除される、健全な、実需に基づいたマーケットづくり
・国際的なルールづくりの場でのリーダーシップの発揮

②主な論点②主な論点
○上記ご指示を踏まえたうえでの制度設計における主な論点は以下。
・自主行動計画との整合性(多くの業種・企業の参加)
・削減目標の設定のあり方(安易な売り手の排除)
・削減目標の設定主体(個別企業単位での参加による企業努力の見え
る化)
・制度インフラのあり方(排出量のモニタリング・検証方法、排出枠・クレ
ジットの管理手法等) 等

③産業界等へのヒアリング

○上記論点に関し、産業界等の意見を参考にする為、経団連及び主要業
界（鉄 電気 石油 ガス等） また市場関係者からヒアリングを実施界（鉄、電気、石油、ガス等）、また市場関係者からヒアリングを実施。




